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コーポレート・ガバナンス

　当社は、監査役会設置会社制度を採用し、監査役会は監査役3名（うち社外監査役2名）で構成されています。当社は、社外監査役2名
を常勤とし、豊富な業務経験と幅広い見識をもって客観的かつ中立的な立場から取締役会での質疑、取締役への助言および意見交換
を行うとともに、内部監査部門および会計監査人と連携し、監査機能が十分に発揮されるよう努めています。また、法令に定める監査
役の員数を欠くことになる場合に備え、2022年6月28日付にて補欠監査役を1名選任し、万全の体制を期しております。
　取締役会は、取締役8名で構成されています。（2023年6月末現在）　そのうち3名は社外取締役であり、それぞれ食品業界や総合電
機メーカー、医薬品業界に従事してきており、そこでの経営経験も豊富です。当社が掲げるミッション「化学でやさしい未来づくり」に向
け、事業経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督しています。2021年度から執行役員制度を導入し、業
務執行の責任と権限を明確にすることにより、経営の機動性の向上とコーポレート・ガバナンスの強化を図っています。なお、「コーポ
レート・ガバナンスに関する基本方針」およびコーポレート・ガバナンス報告書については、当社ホームページをご覧ください。

コーポレート・ガバナンス体制
　当社は、「化学でやさしい未来づくり」をミッションに掲げ、化学の力による様々な社会課題解決を目指しています。事業活動を通じ
て社員も組織も成長し、ステークホルダーの皆様と喜びを分かち合える「わくわくカンパニー」へと変貌を遂げ、経営計画を達成するた
めに、取締役および経営陣に必要なスキルを検討し、定めております。現取締役のスキル・マトリクスおよびそのスキルの定義は以下
のとおりです。

取締役スキル・マトリクス

　当社は、全取締役および全監査役に対して取締役会の実効
性に関するアンケートを毎年実施し、自己評価を行っていま
す。監督と執行を明確に区分するために2021年度より執行役
員制度を導入し、取締役でない執行役員にも取締役会で業務
の執行状況を3ヶ月に一度報告する運用を開始しました。
　2022年度の実効性評価を踏まえ、自己評価として不足して
いる項目の強化はもちろんのこと、その他項目についても慢心
せずさらなる実効性を追求し、より“活きた議論”による会社運
営に努めてまいります。

取締役会の実効性評価
　当社は、取締役会における取締役等の人事や報酬に関する
意思決定プロセスの公正性、客観性および透明性を確保する
ため、任意の諮問機関として指名報酬委員会を設置していま
す。指名報酬委員会は、独立した客観的な視点を取り入れるた
め、構成員5名のうち3名が独立役員です。取締役等の選任・解
任、取締役等の後継者計画・育成、取締役等の報酬について審
議を行い、その結果を取締役会にて報告しています。
　2022年度は、指名報酬委員会を4回開催し、経営人材の育成
状況の確認、役員報酬制度の見直しの要否の検討、次期役員
体制等について議論しました。
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　監査役同席のうえ原則月1回以上開催してお
ります。2022年度は年間17回開催いたしまし
た。当年度における決議、報告・審議に関する内
容と各件数に関しては右の表のとおりです。

取締役会
報告・審議

企業経営 ・ 取締役会運営 ・ コーポレートガバナンスに関する事項
研究開発 ・ 生産技術 ・ 設備投資に関する事項
事業戦略 ・ マーケティングに関する事項
財務 ・ 会計 ・ ファイナンス ・ 決算に関する事項
人事 ・ 組織管理に関する事項
法務 ・ リスクマネジメント
ESG ・ SDGｓ
その他
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各スキルの定義

企業経営

研究開発・生産技術

事業戦略
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財務・会計
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子会社や他社の社長（CEO）またはそれに準じた経験があり、次代の潮流を読み事業変革、事業拡大、事業売却など
構造を変えることができる。

研究開発、製造、品質管理等に精通しており、新事業を創発できる。

事業戦略に精通しており、責任者を務められる。

会社業績の評価や投資判断を適切に行え、資本市場に向けた発信と対話ができる。

人事・組織管理に精通しており、組織開発・人事管理ができる。

企業活動に関する法務に精通しており、顕在化した事業リスクや経営リスクに対応できる。

当社事業の社会における位置づけと役割を理解し、持続可能性を軸とした経営を提言・実行できる。
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リスクマネジメント

　コンプライアンス・リスク管理それぞれの活動を推進する組織として、「コンプライアンス・リスクマネジメント（CR）委員会」を発足さ
せ、その配下に「コンプライアンス推進部会」、「リスク管理部会」を設置しております。このCRM体制の下、事業運営に大きな影響を及
ぼすリスクを「全社重要リスク」と定め、リスク管理に全社的に取り組んでいます。

コンプライアンス・リスクマネジメント（CRM）体制

コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制図
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コンプライアンス啓発活動

リスク管理活動

コンプライアンスハンドブック コンプライアンス標語ポスター

●制度や規程の充実
【コンプライアンスマニュアルの整備】
①内部通報　
　2022年6月の「公益通報者保護法の一部改正」に伴い内部
通報制度を改正しました。主要な改正点としては、従来の内部
通報の窓口を「公益通報対応業務従事者」に指定し、通報者保
護をより重視する体制としました。また、全社員を対象にした
制度説明を行い、新制度について周知・教育に努めています。
②接待・贈答の取り扱い　
　透明性のあるビジネスを行い、健全で公正な取引関係を維
持するため、取引先企業に対して贈答・接待交際の要求、およ
び要求をほのめかすことを禁じるとともに、取引先からの社会
通念の範囲内での贈答・接待交際の授受であっても、上司への
報告ならびに接待・贈答受領管理簿への記入を義務づけ、腐
敗防止対策を徹底しております。

【内部通報制度の運用実績（2022年度）】
　2022年度の内部通報件数は6件であり、規程に基づき適切
に対応しました。すべてハラスメントに関するものであり、重大
なコンプライアンス違反（独禁法、腐敗に関する重大な違反）
に関する通報はありませんでした。今後も、重大な違反に発展
しかねない事案が発見された場合には、必要な是正措置を実
施し、再発防止に努めていきます。

●コンプライアンス推進月間の実施
　当社では、毎年10月を「コンプライアンス推進月間」と定め、
各部署でのケーススタディ学習会をはじめ、役員・管理職を対
象としたミニテストの実施や全社員からコンプライアンス標
語・川柳の公募等の啓発活動を行い、コンプライアンス意識向
上に取り組んでいます。また、応募されたコンプライアンス標
語の中から優れた作品を選んでポスターにして各職場に掲示
を行うなど、社員一人ひとりのコンプライアンス意識の浸透を
図っています。

コンプライアンス推進活動

●全社的な重要リスクへの取り組み
　当社は全社リスクマップを作成し、年度ごとに重要リスクを決めて取り組んでいます。2022年度の全社重要リスクは、前年度に定め
た「情報漏洩」、「環境（大気・水質）」「火災・爆発」に加え、2021年度に当社グループのカイゲンファーマ㈱で発生したランサムウェアに
よるサイバー攻撃を踏まえ、新たに「サイバーセキュリティ」を抽出し、これら4つのテーマに取り組みました。次年度のテーマについて
も、現在対策中のテーマ以外に浮上したリスクのテーマを含め総合的にリスク対策を実行していくとともに、新たに発生したリスクも
踏まえて全社リスクマップを更新しながら優先度の高い新たな重要リスクを抽出し、さらなる対策に取り組んでまいります。

●リスク管理研修
　リスクマネジメント体制の向上には、従業員一人ひとりのリスクマネジメント手法（リスクの抽出、リスクシナリオ作成、リスク評価、リ
スクマップ作成、対応策の策定）向上が欠かせません。
　2022年度においては、2021年度に課長クラスに実施した研修 (リスクマネジメント手法)のレベルアップを図るため、問題点や改善
点を反映したうえで部門長、所属長にも対象を拡げて研修を実施し、当該研修内容についてのアンケートを行いました。アンケート結
果も参考にして、より効果的な研修が実施できるよう努めてまいります。今後も継続的に、リスク評価の精度を向上させ、会社にとって
より重要度の高いリスクを見極めていくため、研修内容を充実させながら、継続して実施していきます。

リスク管理活動

●コンプライアンス啓発活動の取り組み
　当社は、新入社員や新任管理職、経験者採用者を対象としたコンプライアンス教育を実施しています。具体的にはコンプライアンス
教育動画の視聴や、半期ごとの各部署でのコンプライアンスハンドブック講読会開催、また毎週コンプライアンス事例を配信する等を
実施しております。また、社員のコンプライアンス意識をより啓発するため以下内容の研修を実施しました。特に2022年度は、近年社
会問題として重要性を増している営業秘密漏洩防止を目的とした研修を実施し、グループガバナンス強化を目的にしてグループ会社
にも啓発活動の範囲を広げました。今後も各種法令の研修会を継続的に開催し、啓発に努めてまいります。
　　①請負研修会の開催（2022年7月）　②下請法講習会（2022年7月・8月）　③営業秘密漏洩防止研修会（2022年11月）※管理職向け
　　④契約解説および下請法研修会の開催（2022年11月・12月）※グループ会社向け　⑤独占禁止法研修会の開催（2023年3月）

ガバナンス

1. いつ、いかなる時も人命の安全を最優先する。
2. 地域社会に迷惑をかけないよう、二次災害の防止に努める。
3. 災害発生時には、地域社会、行政、取引先企業等と連携して地域の復旧に努める。
4. 災害発生時において、重要業務を中断させず、事業活動が中断した場合も目標復旧時間内に機能の再開に努めるなど、顧
客の流出、シェアの低下、企業価値の低下等のリスクの低減を図る。

BCM基本方針

　当社は、「事業継続管理システム（BCMS※１）規程」、ならびに同規程に基づく「事業継続計画（BCP※２）」を主要拠点である小名浜、堺、東京
地区において策定しております。
　特に堺事業所では南海トラフ大地震発生による津波リスク、付近を流れる大和川の氾濫による洪水リスク、港に面していることから台風
による高潮リスクといった多くの災害リスクが想定されており、設備面を中心に対策を進めているところです。
　2022年度は南海トラフ大震災が発生したという想定で、役員を対象にその初期対応の訓練を実施しました。
※１　BCMS：Business Continuity Management System（事業継続管理システム）
※２　BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）

BCPの取り組み

　当社は、全社的な情報管理体制を確立し、秘密情報の基本的な管理方法を定める「情報管理規程」、電磁的な情報資産の適切な取
り扱いを定める「情報セキュリティ規程」、当社従業員の特定個人情報等の適正な取り扱いを定める「特定個人情報等取扱規程」、個人
情報の漏洩などによる企業利益の損失を防止する「個人情報保護規程」を整備しています。
　当事業年度は、主に人的対策として標的型攻撃メールへの対応訓練、セキュリティ教育を定期的に実施し、また外部の脆弱性診断
を利用してネットワークや情報漏洩の状況についても調査しました。現状、大きな問題はないことを確認しております。
　今後も、多様化する情報セキュリティリスクに対応するため、技術的対策、管理・運用面の対策、人的対策に継続して取り組んでまい
ります。

情報セキュリティ




